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新しい交通需要推計の情勢について
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〇 交通は、「人」や「物」の移動に伴って発生。
○ 「人の移動」は乗用車、「物の移動」は貨物車に大きく依存。
○ 「人」と「物」とでは、移動内容（特性）が異なることから各々で推計。

１．交通量推計の流れ 推計検討会報告書より抜粋

将来 GDP   

   

 生産額・輸入額とＧＤＰとの 
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将来生産額・輸入額   
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全機関輸送トン数   

 貨物車分担率 
 

   

 貨物車の車種別業態別分担率 
 

貨物車輸送トン数   

 

１台当たり平均積載トン数 

 

貨物車台トリップ数   

 
１台当たり平均輸送距離 

 

貨物車走行台キロ   
※1

将来人口   

 
１人当たりトリップ数 

[地域別、個人属性別、目的別]

 

全機関のべ利用人数   

 
乗用車分担率 

[地域別、目的別] 

 

乗用車のべ利用人数   

 
１台当たり平均輸送人員 

[地域別、目的別、車種別] 

 

乗用車台トリップ数   

 
１台当たり平均利用距離 

[地域別、目的別、車種別] 

 

乗用車走行台キロ   

 
 
 

  

将来人口   

 

 地域別１人当たり保有台数 

 

乗用車保有台数 
 

■乗用車推計の流れ ■貨物車推計の流れ

※人口をベースに推計 ※ＧＤＰをベースに推計

１
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○ 将来人口は減少傾向で推移し、2030年には2005年に比べ、１０％減少
一方、高齢化比率は、５７％増加

○ 将来ＧＤＰの成長率は、2013年～2020年までは２．０％、
2021年～2030年までは１．５％見込まれている。

２．将来人口、将来ＧＤＰの動向

※高齢化比率とは、６５歳以上の高齢者人口が総人口に占める割合

推計検討会報告書より抜粋

■将来の人口と高齢化比率 ■将来のＧＤＰ成長率

２
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【全国】
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○専門家からなる検討会において示された全国の将来交通需要推計（走行台キロ）は、
2005年から2030年に向けて微減。

○2030年の全国走行台キロは、2005年に比べ約３％減少。
前回推計に比べ約１３％減少。

３．全国交通需要推計の結果（走行台キロ）

■全国交通需要（走行台キロ）の推移グラフ「実績値、推計値」

推計検討会報告書より抜粋

注） （ ）書きは、2005年に対する伸び率

20302005 20201985 1990 20001995
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【中国地方】
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○全国走行台キロの情勢同様に、2005年から2030年に向けて微減
○2030年の中国地方走行台キロは、2005年に比べ約６％減少

前回推計に比べ約１０％減少

４．中国地方の走行台キロ

■中国地方の走行台キロ推移グラフ「実績値、推計値」

注） （ ）書きは、2005年に対する伸び率

20302005 20201985 1990 20001995

４
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平均移動距離の
　　　　　伸率（H42/H17）
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○全車、乗用車、貨物車計の走行台キロは、６～７％減少。
○その内、貨物車の内訳としては、

普通貨物：走行台キロは、２５％増加。（平均移動距離：３４％増加が影響）
小型貨物：走行台キロは、２９％減少。（発生交通量：２４％減少が影響）

５．中国地方の走行台キロ（発生交通量、平均移動距離）
■2005年と比べた2030年の傾向、及び貨物車の情勢

（ ）

（ ）

走行台キロ ＝ トリップ台 × 平均トリップ長 
（交通需要）  （発生交通量）  （平均移動距離）
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枠内数値は、１トリップ当たりの平均移動距離（単位：km/ﾄﾘｯﾌﾟ）
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道路の事業評価手法の見直しについて

～費用便益分析マニュアルの改定概要～
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１．費用便益分析の基本的な考え方

① 費用便益分析は、ある年次を基準年とし、道路整備が行われる場合と、行われない場合のそれぞれについて、
一定期間の便益額、費用額を算定し、道路整備に伴う費用と、便益を比較することにより分析、評価を行うもの
である。

②道路の整備に伴う効果としては、渋滞の緩和や交通事故の減少の他、走行快適性の向上、沿道環境の改善、
災害時の代替路確保、交流機会の拡大、企業新規立地に伴う生産増加や雇用・所得の増大等、多岐多様に
渡る効果が存在する。

③それらの効果のうち、現時点における知見により、十分な精度で計測が可能でかつ金銭表現が可能である
「走行時間短縮」、「走行経費減少」、「交通事故減少」の項目について、道路投資の評価手法として定着して
いる社会的余剰を計測することにより便益を算出している

走行時間短縮

走行経費減少

交通事故減少

自動車や
歩行者への

影響

社会全体への
影響

渋滞対策

事故対策

歩行空間

住民生活

地域経済

災害

環境

地域社会

（事業の特徴的な効果を確認）

できる限り定量的な
データを用いて評価

【総合的な評価】

（事業の投資効果を確認）

費用対便益（Ｂ／Ｃ)

事業の効果・影響

現在の知見にて十分な
精度で計測が可能でか
つ金銭表現が可能
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２．費用便益分析の概要

○社会的割引率 ○基準年次：評価時点

前提条件

便益（Ｂ）の算定 費用（Ｃ）の算定

■ 走行時間短縮便益

・貨物の時間価値

■ 走行経費減少便益

・燃料費、油脂類、タイヤ・チューブ費、

整備費、

■

便益の算定

交通流の
推計 ○事業費

総費用

○費用便益分析の実施 【費用便益比（便益Ｂ／費用Ｃ）の算定】

※現在価値の算出

社
会
的
割
引
率

費用の現在価値

○維持管理費

：費用便益分析マニュアルの主な変更点

⑤検討年数

⑥（物価変動の考慮）

便益の現在価値

総便益

・人の時間価値・・・①

・車両の時間価値・・・②

③車両償却費

交通事故減少便益・・・④
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①－１ 人の時間価値（業務目的）について

・従来の常用労働者（５人以上の事業所）に加え、

臨時労働者及び常用労働者（１人～４人の事業所）

にかかる賃金等により時間価値を算出。

[H15] 46.70 (円/人・分）→[H20] 43.95 円/人・分

今回の見直しの概要

・賃金＋福利厚生費等により算出。

・常用労働者（５人以上の事業所）の賃金（毎月調

査）をもとに設定。

現行（Ｈ１５）の算出方法

・ドライバー等が直接受け取る収益分として、収入

（賃金－所得税・住民税・消費税）により設定。

※ドライバーの場合、

[H15] 38.11 (円/台・分）→[H20] 28.87 円/台・分

今回の見直しの概要

・道路整備による短縮時間を、ドライバー等が仕

事など他の行動に充てた場合の収益分として、

労働者の賃金をもとに算出。

現行（Ｈ１５）の算出方法

①－２ 人の時間価値（非業務目的）について

３．走行時間短縮便益の改定概要
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② 車両の時間価値について

・海外事例も参考としつつ、業務目的の車両の機会費

用について、より厳しい算出方法として車両償却費に

より算出。

※乗用車の場合

[H15] 12.51 (円/台・分）→[H20] 3.16 円/台・分【業

務のみ】

今回の見直しの概要

・車両を他の用途に活用した場合に得られる最大の

収益を計測するため、実務上、計測が簡便なレンタ

カー価格により算出。

現行（Ｈ１５）の算出方法

87.44普通貨物車

56.81小型貨物車

519.74バス

62.86乗用車

時間価値原単位
（円/分･台）

【現行（平成15年価格）】

64.18普通貨物車

47.91小型貨物車

374.27バス

40.10乗用車

時間価値原単位
（円/分･台）

【改定（平成20年価格）】

■ 見直し後の車種別時間価値原単位

【参考】

時間に依存する車両償却費の総額＝ 車両本体価格（平均的な新車価格）－ 距離に依存する車両償却費の総額



6

◆車両償却費について、新たに時間に依存する部分と距離に依存する部分とに切り分け、距離当たりの

車両償却費として、中古車市場データを基に走行距離の増加に対応した車両市場価格の低下分を

計算して原単位を設定。

（なお、バスについては、一般的な中古車市場価格が設定されていないため、減価償却費全体を

走行距離で割ることにより、距離当たりの減価償却費を算出。）

◆算出の基となる燃料費等のデータを最新値に更新。

34.47普通貨物車

24.05小型貨物車

49.12バス

11.31乗用車

走行経費原単位
（円/台・km）

一般道路（平地）
40km/hの場合

【現行（平成15年価格）】

36.87普通貨物車

18.92小型貨物車

59.14バス

16.65乗用車

走行経費原単位
（円/台・km）

一般道路（平地）
40km/hの場合

【改定（平成20年価格）】

◆主な変動要因は次の通り。［（＋）は増加要因、（－）は減少要因）］

・全体：ガソリン及び軽油の価格上昇（＋）

・乗用車：車両償却費の見直し（＋） ［これまでは、年平均距離が長いタクシーの償却費を乗用車全体の値として

用いていたため、単位距離あたりの車両償却費が実態より小さかった。］

・貨物車：車両償却費の見直し（－） ［時間に依存する分を時間価値原単位で計測することとしたため、車両償却

費が減少。］

◆平成２０年価格への改定により、走行経費原単位は、例えば一般道路（平地）40㎞/hの場合、

以下の表のようになる。

４．走行経費原減少便益の改定概要

③ 車両償却費について
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表中の数値は「交通事故の被害・損失の経済的分析に関する調査研究報告書」（内閣府、H１９.３）をもとに算出。

（単位：千円/人）

1,3789,259245,6741,54212,66036,359合計

－－212,900－－－精神的損失額
非金銭的
損失

3945781,5674405261,637各種公的機関等の損失額

612411,07550217807事業主体の損失額

368368368400400400物的損失額

5558,07229,76465211,51733,515
人的損失額
（逸失利益、治療関係費、

慰謝料 等）
金銭的
損失

軽傷
（傷害）

重傷
（後遺障害）

死亡
軽傷
（傷害）

重傷
（後遺障害）

死亡

Ｈ２０改定案現行（Ｈ１５）

【死傷者１人当たり損失額の改定案】

○「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針（共通編）（H20.6 国土交通省）」において、死亡に関する

精神的損失額に内閣府の調査結果※を適用するとされたことを踏まえ、１人当り損失額に精神的損失額を追加。

○なお、従来より人的損失額に慰謝料が含まれていることから、内閣府の調査結果における精神的損失額

（２．２６億円／人）から慰謝料を除いた額として設定されている額（２．１２９億円／人）を用いる。

今回の見直しの概要

※「交通事故の被害・損失の経済的分析に関する調査研究報告書」（内閣府、H19.3）において、死亡事故の精神的損失額をＣＶＭ手法を用いて算定。

7

５．交通事故減少便益の改定概要
④ 交通事故減少便益について
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⑤評価の対象期間の見直し

評価期間について、道路施設の供用年数（実績）や法定上の「減価償却資産の耐用年数」
の取り扱い、国内他事業との考え方の整合を踏まえ、対象期間を４０年から５０年に変更。

⑥基準年次におけるデフレート方法の見直し
評価時点までの各年次の便益・費用は、物価変動分を除去するため、基準年次の実質

価格に変換（デフレート）する。

8

６．その他の改定概要
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※各年次のＯＤデータは，Ｈ17道路交通センサスＯＤをもとに伸び率を乗じて算出

事業
開始
年

基準年(Ｈ20)

0

便益

費用

基準年以前：

現在価値に換算すると 増額
基準年以後：

現在価値に換算すると 減額

維持管理費

完成供用便益

残事業費

暫定供用便益

現在価値への換算イメージ
水色部分
：現在価値換算により
減少する金額

オレンジ・黄色部分
：現在価値換算により
増減する金額※残事業／全事業

（Ｂ）

（Ｃ）

総事業費

暫
定
供
用
50
年
後

【参考】費用便益分析のイメージ

イメージにGDPデフレーターによる補正は

は表示していない
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